
県営水道の次期料金について

１．次期料金の考え方

0 県水受水量（㎥）

料金単価（円）

超過水量分については、

単価を低く設定する。

基準水量

130円

90円

○ 現行料金制度（二段階従量料金制）を継続
基準内水量130円／㎥ 超過水量90円／㎥

○ 料金算定期間はR3年度～R6年度までの４年間
（県域水道一体化の事業開始 Ｒ７年度～）

○ 資産維持費を含む総括原価方式で算定

２．費用の算定

１

① 費用の見込み（Ｒ３年度～Ｒ６年度）

② 資産維持費の算入

○ 資産維持費とは、物価上昇による減価償却費の不足や工事の施工環境の悪化による費用の増大
に対応し、水道施設を維持し、適切な給水サービスを継続していくための費用。

○ 総務省では、給水サービス水準の維持向上及び施設の維持のため、事業内に再投資されるべき
額とされている。

○ 日本水道協会の「水道料金算定要領」において、対象資産の３％を標準とされている。

【配水量の見込み】
（千㎥）

【現行料金制度】

資料３



資本費
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総
括
原
価

資産維持費
維持すべき償却資産の帳簿価額の３％計上

維持管理費
動力費

薬品費

人件費等

減価償却費

支払利息
資
本
費

維
持
管
理
費

資
産
維
持
費

資
本
費

維
持
管
理
費

資
産
維
持
費

基
準
内
水
量

超
過
水
量

90円／㎥

130円／㎥

２

③ 総括原価の算定

○基準内水量の単価
132.6円／㎥ ⇒ 130円／㎥

○超過水量の単価
98.0円／㎥ ⇒ 90円／㎥
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○ 給水人口と水需要、建設改良費等の推移

県水転換に
より増加

有収水量ピークH11（85,303千㎥）

給水人口ピーク
H14(1,310千人）

３

H25大滝ダム
稼働

H30（1,264千人 82,932千㎥）
⇒R28（ 939千人 61,397千㎥）

▲２６％

老朽化した施設設備、管路の更新に
毎年50～60億円の費用が必要


